防　災　規　程
	〔防災規程作成例〕
これは、特別養護老人ホーム及び老人デイサービスセンターを設置経営する社会福祉法人の防災規程の作成例ですので、各社会福祉法人におかれては、自己の実態をよく把握検討し、それぞれの実情に合った規程を作成してください。
なお、作成に当たっては、必ず事前に所轄消防署の指導を受けてください。



社会福祉法人　○○○
（目的）
第１条　この規程は、消防法第８条に基づき、社会福祉法人●●●が設置経営する特別養護老人ホーム●●●、老人デイサービスセンター●●●、ショートステイ●●●及び老人介護支援センター●●●（以下これらを「本施設」という。）における防災管理について必要な事項を定め、火災、地震その他の災害から利用者、職員、その他本施設に出入りする全ての者（以下これらを「利用者等」という。）の身体の保護安全を図ることを目的とする。
（身体安全の原則）
第２条　災害の非常事態に際しては、利用者等の身体の保護安全を優先して対処するものとする。
（職員の非常出勤）
第３条　職員は、休日、夜間等において災害が発生したことを知ったときは、速やかに出勤するものとする。
（適用範囲）
第４条　この規程は、本施設の利用者等に適用する。
（防災対策委員会の設置）
第５条　防災管理の徹底を期するため防災対策委員会（以下「委員会」という。）を設置する。
２　委員会は、委員長及び運営委員をもって構成する。
３　委員長は、施設長をもって充てる。
（委員会の任務）
第６条　委員会は、次の事項を審議する。
(1) 防災管理組織の編成及び活動に関すること
(2) 防災設備の改善等に関すること
(3) 防災教育に関すること
(4) 防災訓練及び避難訓練に関すること
(5) 災害時における食糧、飲料水、医薬品等の備蓄に関すること
(6) その他防災上必要な事項の調査、研究及び企画に関すること
（委員会の運営）
第７条　委員会は、定例会及び臨時会とする。
２　定例会は、月１回開催するものとする。
３　臨時会は、委員長が必要と認めた場合開催する。
４　委員会は、委員長が招集する。
（防災管理組織）
第８条　防災管理組織として、防火管理者、火気取締責任者及び自主点検班を置く。
（防火管理者）
第９条　防火管理者は、次の業務を行う。
　(1) 消防計画の作成及び変更

(2) 消火、通報、避難誘導等の訓練の実施

(3) 火災予防上の自主検査の実施及び監督

ア　建物、基礎部、外壁、内装、天井、屋外階段

　イ　防火施設

　ウ　避難施設、階段、避難口、屋外非常用階段

　エ　電気設備、分電盤、蛍光管等設備

　オ　危険物施設

カ　火気を使用する設備器具（以下「火気設備器具」という。）、給湯設備、ガス設備、ボイラー

　キ　消防用設備等

消火器、補助散水栓設備、自動火災報知設備、放送設備、避難器具、誘導灯、連結送水管、スプリンクラー
  (4) 防水対象物の法定点検の立会い

　(5) 消防用設備等の法定点検・整備及び立会い

　(6) 改装工事等の工事中の立会い及び安全対策の樹立

　(7) 火気の使用、取扱いの指導及び監督

　(8) 利用者等人員の適正管理

　(9) 職員等に対する防災教育の実施

　(10) 防火管理業務従事者（火元責任者等）に対する指導及び監督

　(11) 理事会又は理事長への提案や報告

　(12) 防火対策の推進
２　防火管理者は、施設長をもって充てる。
（火気取締責任者）
第10条　火気取締責任者は、防火管理者の指示により、本施設の防火管理を行う。
２　火気取締責任者は、施設長が選任する。
（自主点検班）
第11条　自主点検班は、本施設内における災害を未然に防止するため、施設、設備等の点検を行う。
２　自主点検班の構成は、施設長が定める。
（避難誘導）
第12条　災害が発生したときは、警報器、放送設備等により、その状況、避難方法等について、利用者等に知らせるとともに、利用者を避難誘導するものとする。
（避難場所）
第13条　災害発生の場合における避難場所は、本施設内避難場所及び本施設外避難場所として、それぞれ１か所を定める。
（医療救護活動）
第14条　災害発生の場合において、利用者等が疾病、傷病等により病院等での治療を必要とする場合は、関係機関と連絡のうえ、その指示を受けて指定医療機関へ移送するものとする。
（防災教育）
第15条　防火管理者は、防火管理の徹底を期するため、利用者及び職員に対し災害についての防災教育を計画的に行うものとする。
２　防災教育は次の事項について行うものとする。
(1) 消防計画について
ア　職員が守るべき事項について

　　イ　火災発生時の対応について

　　ウ　風水害発生時の対応について

　　エ　地震時の対応について
　(2) その他火災予防上必要な事項

　　　消防機関が行う防災講習会への参加

（防災訓練）
第16条　災害時における利用者等の身体の安全及び被害の軽減を図るため、防災訓練を計画的に行うものとする。
２　防災訓練は次のとおり実施する。
　(1) 基礎訓練（通報、避難、消火訓練）　毎月１回
　(2) 総合訓練（消防署による指導訓練）　年２回
３　防災訓練に当たっては、必要に応じて地域の自主防災訓練に参加するものとする。
（点検）
第17条　防災設備、避難用器具機材の保守、管理点検を随時行うものとする。
（防災関係機関との連絡）
第18条　施設長は、所轄消防署、所轄警察署、所轄福祉関係行政機関等との連絡を緊密にし、防災管理の適正を期するよう努めるものとする。
（実施規定）
第19条　この規程の施行に関し必要な事項は、施設長が定める。
（改正）
第20条　この規程の改正は、理事会の議決により行う。
附　則
この規程は、平成　　年　　月　　日から施行する。
